
　特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）で，アンケー

ト調査への負担感が強い．しかも，依頼者による回収後の

フィードバックは必ずしも十分でない．社会調査法の一つ

として普遍的な質問紙だが，高齢者福祉の現場では苛立ち

目線の先にある．調査が制度や現場の改善に生かされず，

研究者の学術資料集めになっているのではないか [１] と不
審を抱かれているのである．高齢者福祉に限らず，保健医

療の領域を含め，同じ状況にある可能性がぬぐえない．

　国際ソーシャルワーカー連盟によると「ソーシャルワー

ク専門職はウェルビーイングの増進を目指し，社会の変革

を進め，人間関係における問題解決を図り，人々のエンパ

ワーメントと解放を促していく」という．現場職員の苛立

ちは，研究者が学問的成果をあげることで満足してしまっ

ているのではないか [１] との疑念であり，さらにはアン
ケートが観察にとどまって施設の問題を解決せず，社会の

変革をも促さない（と感じられている）ことに由来すると
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高齢者福祉における社会学とソーシャルワークのすれ違い
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抄録

　社会科学における調査研究が，ソーシャルワーク実践者からは社会改良や変革を目指す行為と必ずしも受けとめられてい

ない．ケアされる当事者に光を当てた論考が，ケアする専門職者の置かれた逆境を看過する危険性をはらむ．当事者主権と

しての自己決定は，非高齢者に類する健常高齢者の価値観に組し，老いや弱さを社会的に排除しかねない．

　社会科学研究者の責務は社会問題の観察・解釈にとどまらない．アンケート調査の，ケア専門職者の，そして生活機能が

落ちた高齢者の実況を変革するためには，ソーシャルワーク実践者との協働をお題目にしていてはならない．
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Abstract

　For social work practitioners, survey research in social science, such as a questionnaire survey, is not necessarily accepted 
as an endeavor aiming for social improvements or reforms. A study which aims to focus on subjects who receive care can 
involve a risk of overlooking adverse circumstances of health care professionals. The theory of autonomy as self-governance is 
based on perspectives of healthy elderly individuals that are similar to those of non-elderly individuals, posing a risk of socially 
eliminating the elderly with characteristics that are unique to normal elderly, such as aging and weakness.
　The responsibility of social science researchers is not limited to the observation and interpretation of social problems. To 
improve the current status of questionnaire surveys, health care professionals, and the elderly with low physical function, 
cooperation with social work practitioners is needed for social science researchers.
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筆者は考える．

　ハル・ハウスとシカゴ学派社会学の交流が頭をよぎる．

「ハル・ハウスの人たちはコミュニティの欲求に応じる資

料の収集を助け，また社会学的な研究や分析を支援するこ

とになんのためらいも示しはしなかった．しかしひとたび

それが改良の意図を失い，単なる観察の客体としてコミュ

ニティやその住民の生活を捉えようとしていった時，激し

い拒否にであう…観察者によって振り回されたり，その道

具ではないことを考えるならば，当然の帰結であった」と

いう [２]．もちろん，わが国の特別養護老人ホームの職員
らは質問紙を破り捨てず，業務への支障を懸念しながらこ

つこつと回答を続けている [１] のだが．
　シカゴ学派のバージェスは交流によって双方が発展し，

志向性の違いから交流は絶えたものの，社会調査を通して

両者が協力することは可能という [２]．では，わが国の高
齢者福祉における社会調査の場で，社会学とソーシャル

ワークは，お互いを認め合っているのだろうか．

　最近刊行され，広く読まれた書物に「ケアの社会学」[３
] がある．家族介護を解体し，ケアを労働と捉え，関連す
るジェンダーと階級バイアスへ向けられた論究は鋭い．同

書を通して上の疑問を考える．そこでは，ケアする側とさ

れる側の非対称が論じられ，自己決定に光が当てられる．

副題にもなっている当事者主権，つまりパターナリズムを

廃した，ケアの受け手に添う個別ケアが強調されている．

他方，援助者は受け手本人から人柄がよければ学歴も資格

も不要とされる，代替可能な労働者である．専門性に起因

する支配や依存を指弾する意趣であろう．

　他方，看護，医療，ソーシャルワークなどの職業分化は，

ケアを感情へ焦点化した作業から，専門的な技術へとシフ

トさせた．しかし，現実には経済的・社会的評価が伴わな

い，低賃金の介護福祉労働がわが国ではそのままとなって

いる．援助者の「個別」性が論点とならないとき，はたし

てケアに携わる職員の社会的な状況を変革する手立てはあ

るのだろうか．かかる申し立てを，「パターナリズム」の

一言が封じかねない危うさを感じる．

　すなわち，社会学とソーシャルワークのすれ違いがある

とすれば，その枠組みが社会の変革というキーワードに

よって，ケアされる当事者とケアする専門職者の間柄へも

当てはめられるのである．

　同書 [３] は障害者と高齢者の問題も扱い，そこでは「高
齢者は自己決定，権利性，社会参加の視点が弱い」との分

析が貴重とされる．また「介護保険は公的介護保障を求め

た障害者運動のただ乗り」と高齢者を総括する．他方，横

内 [４] は「国民は元気な高齢者の価値観が，あたかも高齢
者全体の価値観であるような錯覚に陥っている．そして，

元気な高齢者の価値観は基本的に非高齢者の価値観と同じ

なので，ますます元気な高齢者の論理が幅を利かせる」

「弱い高齢者が満足した生活を送ることができるかは『老

い』を受容できるかどうか」と述べ，受容されない時には

「生活機能の低下を受容できないための混乱で，必要最小

のケアを提供し時期を待つ」という．すれ違いはケアされ

る当事者の側にも存在するのである．

　「当事者主権」と「老いの受容」は，被援助者対援助者

の観点の違いが底にあろうが，筆者は後者へ迫真を感じる．

自己決定できない，置かれた状況をうまく理解したり受容

したりできない，よしんばしても動揺・混乱する高齢者を

“ただ乗り”と断じ得ない．

　かたや，介護保険が「従来の高齢者像を，選択によって

サービスの購入に責任を担い，質の向上に役割を果たす市

民」へ改め，「保護されるだけの存在として高齢者を語る

ことは，社会を見誤る」[５] との指摘を顧みれば，当事者
主権も頷ける．やはり，高齢者はすべからく当事者と称す

るに足る存在となって，同じように，調査は社会の変革を

促したのだろうか．

　そうではなかろう．藤崎 [６] は介護保険を評して，「家
族の介護責任を強化することで，制度サービスは後方支援

へと役割を縮小しようとする『再家族化』」へ警鐘を鳴ら

す．加えて，ソーシャルワークが蓄積した相談援助技術を，

評価される介護福祉労働として構築しようとする動きも顕

著ではない．

　シカゴ学派は社会改良主義を脱し，完成された科学とし

て，ハル・ハウスは社会改良を目指す実践として発展を遂

げた [２]．社会学とソーシャルワークは，やはり別々に歩
むのだろうか．アンケートはもちろん，ケア専門職者の，

そして弱い高齢者の行く末は両者の協働にかかっていると

思うのだが．
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